
 

 

 

 

 

 

令和8年8月3日（月）、ビジネス委員会デジタル社会推進部会（部会長：加藤 健 (株)オー

イーシー）は、「デジタルマーケットプレイス（DMP）とガバメントAIの概要と取組につい

て」と題したデジタル政策セミナーをZoomウェビナーにて開催し、約240名が参加した。 

開会挨拶では、加藤部会長より「デジタル社会推進部会の取組について」と題し、自治体標準

化・データ連携・政策提言といった部会の取組みが紹介された。あわせて、「システムの標準化

は始まりに過ぎず、安全なデータ連携を実現して初めて、DMPやガバメントAIを活用した真の

地域DXが可能となる」と強調され、こうした一連の地域DX推進の一環として本セミナーを企

画した旨が述べられた。 

続く基調講演では、デジタル庁戦略・組織グループDMP班の小泉氏より「新しいIT公共調達

手法デジタルマーケットプレイス（DMP）の概要と取組みについて」、ならびに同参事官（AI

実装戦略総括）の橋本崇氏より「ガバメントAI『源内』の概要と取組みについて」と題して、

それぞれ発表が行われた。 

DMPに関しては、従来の複雑で

長期に及ぶ公共調達手続きの簡素化

や透明性向上を目的に構築され、

2026年7月時点で405事業者、510件

のソフトウェアが登録されているこ

とが報告された。また、総務省が

2026年 6月に発出したサプライ

チェーン・リスク対策に関する通知

において、自治体の調達選定基準にDMPが明確に位置づけられた点も示された。 

ガバメントAI「源内」に関しては、2026年5月より全府省庁約18万人の政府職員を対象に利用

環境が展開されており、国会答弁作成支援AIや大規模政府データセットの整備、PLaMo翻訳を

はじめとする国産LLMの評価検証が進められている現状が解説された。さらに、デジタル庁が

2026年4月に「源内」のWebインターフェースや開発テンプレートをオープンソース（OSS）と

して公開したことを踏まえ、今後は民間事業者が「源内」と連携するAIアプリを開発し、DMP

を通じて行政機関へ提供する官民連携のエコシステム構築を目指していることが説明された。 

（木幡） 

JISAデジタル政策セミナー 

「デジタルマーケットプレイス（DMP）とガバメントＡＩの概要と取組について」 
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